
５．１ はじめに
ヘリカル炉を構成する主な構造物として，プラズマ真空

容器，ブランケット，ダイバータ，超伝導マグネット，支

持構造物，支持脚，および装置全体を囲うクライオスタッ

トがあげられる．第一壁を含むブランケットについては，

全体構造との関係を除き，詳細は４章で述べられた．現状

の LHD型配位ではプラズマとヘリカルコイル間のスペー

スが限られており，トーラス内側の赤道面に位置する部分

が特に厳しい［１］．そのため，真空容器とブランケットの

３次元形状やラジアルビルド設計を全体との整合性を考慮

して慎重に行う必要がある．また，超伝導マグネットと支

持構造物は冷却・励磁による変形と応力の健全性を保証す

るとともに，メンテナンス性を考慮した大きな開口部を持

つことが要求される．

核融合炉におけるダイバータの主たる役割は，ヘリウム

灰の除去，未反応燃料粒子の回収，不純物の主プラズマへ

の流入抑制である．また主プラズマから排出されダイバー

タへ流入する数百MWの熱の処理も行わなければならな

い．ダイバータ設計は次の３つの柱を立てて行っている．

ダイバータへの熱負荷を低減するためのプラズマ運転を検

討する「①プラズマ設計」，必要な排気能力を実現し且つ

ダイバータ板への中性子負荷を低減できる機器の配置を検

討する「②機器配置設計」，そしてダイバータ板やその他

ダイバータ機器の構造を検討する「③機器設計」である．

この内，①については，デタッチメントシナリオとして２

章で検討している．本章ではダイバータに求められる性能

とダイバータ機器配置設計および機器設計について紹介す

る．また，ダイバータの主材料として採用される可能性が

高いタングステンについて，プラズマとの相互作用やプラ

ズマへの影響などを考察する．

炉内機器の保守に関しては，遠隔保守環境の検討に加

え，ヘリカル型核融合炉に適用可能な保守の種類について

調査・研究を進めている．また，ヘリカル型の炉内構造に

特有な３次元構造に適用するためのロボット運用について

検討している．

５．２ ラジアルビルド
図１は，現在設計活動が行われている原型炉に向けたヘ

リカル炉FFHR-d1の装置概略図である．核融合炉では，プ

ラズマとヘリカルコイルの間の限られた空間に，第一壁，

増殖／遮蔽ブランケット，プラズマ真空容器，低温輻射

シールド，およびコイル容器を配置しなければならない．

また，ヘリカルコイルの冷却・励磁運転，ブランケットの

運転温度および建設・保守時を考慮した機器の幾何学的位

置が保証されなければならない．したがって，この位置で

のラジアルビルド設計は，重要な課題である．FFHR-d1

でのプラズマとヘリカルコイル間のスペース����は，シス

テムコードによる解析とブランケットシステムの検討およ

び以下で述べるラジアルビルドとの総合調整によって，最

も厳しいトーラス内側赤道部において 890 mmと設定した

（［２］，および１章図４参照）．このうち 700 mmが増殖・

遮蔽ブランケットスペースとして確保され［３］，190 mm

が真空容器内壁からコイル容器外壁側の機器が使用できる

スペースとなる．ヘリカルコイルは極低温で運転される

トーラス方向に連続したコイルであり，冷却による熱収縮

と電磁力による変形を受ける．コイルの常温からの熱収縮
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率を 0.3％と仮定すると，内側トーラス部での変位は装置

中心側へ 40 mmとなり，これに電磁力による変形が加わ

る．一方，ブランケットは運転時に４００℃以上の高温となる

が，トーラス方向に分割し，かつコイルに近い場所に支持

部材を設けることにより，運転時と建設・保守時の位置の

差を小さくできる．真空容器と低温輻射シールドは可撓性

を持たせ，支持をブランケットからとることで同じ動きに

することができる．図２はトーラス内側のラジアルビルド

の例を示した模式図で，上側が通常運転時，下側が建設・

保守時の様子である［４］．真空容器厚さ（ベローズ等を含

めた必要空間として）35 mm，真空容器表面から低温輻射

シールド表面まで 32 mm，コイル容器底部厚さ 30 mmと

し，断熱空間として63 mmを確保したラジアルビルドが成

立すると見込まれる．建設・保守時のギャップは組立性や

精度の観点からおおよそ 20 mm以上確保できることが望

ましい．そのためこの部分におけるマグネット支持構造物

の電磁力による変形の方向と大きさはラジアルビルド設計

の重要なポイントであり，詳細は５．４に記述する．

５．３ 炉内機器の３次元形状
ヘリカル炉では，ブランケットが主要な構造体となり，

真空容器はその外縁をかたどるような格好になる．ポート

形状の検討や中性子遮蔽，排気性能などの基礎計算をする

ためには，ベースとなる真空容器の３次元基本形状を定義

する必要がある．形状の定義では，任意の位置，断面にお

いて連続した形状を保証する観点から，数式によって定義

することが望ましい．そのためヘリカルコイルのポロイダ

ル角の大きさの関数として表現する方法で形状の定義を

行った［５］．真空容器の基本形状はトーラスシェル形状と

し，ヘリカルコイル周辺はヘリカルコイル垂直断面でコイ

ル支持構造物に沿ったドーム状の形状を採用した．ヘリカ

ルコイルと真空容器の間の距離をヘリカルコイルの位置を示す

ポロイダル角��（トロイダル角�とは�������������������

の関係にある）の関数として連続的に変化させ，プラズマ

とヘリカルコイルが接近するトーラス内側でのヘリカルコ

イルと真空容器の距離を小さくした．ブランケットはヘリ

カルコイル直下を除き，真空容器に完全に沿う形で定義し

た．また，シェル部の形状はヘリカルコイル巻線中心を中

心とした真円ではなく，ダイバータ磁力線構造をできるだ

け外側に引き出すため，ポロイダル断面で縦長となり，し

かもトーラス内外で短径が異なる楕円形状とすることで実

現した．さらに，この形状に対し，トーラス外側において

外側垂直磁場コイルと干渉しないように変形を与えてい

る．ヘリカルコイル直下のブランケットについては，ヘリ

カルコイル垂直断面で放物線形状となるように定義し，プ

ラズマ閉じ込め磁気面形状に沿うようにこの放物線の比例

係数や全長を��の関数として連続的に変化させている．ま

た，厚みについても，プラズマとヘリカルコイルとの間の

距離の変化に合わせて，やはり��の関数として連続的に変

化させている．ヘリカルコイル直下のブランケットの張り

出し部分の背面に位置するヘリカルコイル側部のブラン

ケットについては，直接プラズマに面しておらず中性子ス

ペクトルの観点からトリチウム増殖には寄与しないと考え

られることから，遮蔽性能のみで十分と考え，厚みを

0.4 m，それ以外のトーラスシェル部については，トリチウ

ム増殖への寄与も見込めることから増殖層厚みを考慮して

0.7 mとなるように形状を定義している．但し，これらの厚

みは重量の観点から増殖・遮蔽性能を保持できる範囲での

検討が必要である．図３にここまでの定義で定められた炉

内機器構造のポロイダル断面形状の例を示す．

真空容器ポートの形状は，真空容器の形状および５．４の

マグネット支持構造物の構造解析から決定される形状から

決めた．ポートは本体上部，下部，外側，内側に設けられ，

内側ポートを除き，ポートの周囲に 500 mm幅のダイバー

タ排気経路空間を確保できる形状としている．

５．４ マグネット支持構造
FFHR-d1 のマグネットの蓄積磁気エネルギーは 160 GJ

に達し，装置の健全性を保証する強固な支持構造物が必要

である．また，原型炉では，ブランケットシステムとダイ

バータシステムが必須であり，これらの保守・交換が可能

図２ FFHR-d1のラジアルビルドデザイン．上は通常運転時，下
は建設時およびメンテナンス時を示す［４］．

図１ 原型炉に向けたヘリカル炉 FFHR-d1概略図．
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な構造とする必要がある．効率的な保守のためには，でき

るだけ大きな開口部を支持構造物側でとることが有効であ

る．このため十分な開口部の確保，材料強度，コイル位置

精度を満足する構造を得るため，電磁力解析と構造解析を

行い，設計に反映した．ヘリカルコイルと垂直磁場コイル

により発生する３次元磁場分布を有限要素法（finite ele-

mentmethod:FEM）により解析し，自身の電流との相互作

用で発生する電磁力を求め，これをコイル要素に与えて構

造解析を行った［４］．電磁力をポロイダル断面ごとに積算

するとフープ力で最大 70 MN/mの電磁力がヘリカルコイ

ルに発生する．垂直磁場コイルに作用する電磁力は，内側

垂直磁場コイルにおいて最も大きく，65 MN/mであった．

強固な支持のために支持構造物は，板厚が十分厚い（開口

部のない）トーラス形状が理想であるが，ここでは基本板

厚 300 mmのトーラス形状からコイルが接続される部分以

外にできるだけ大きな開口部を有する構造で検討した．代

表的な構造案から構築したFEMモデルを図４に示す．得

られた応力・変位結果からモデル形状を再構築し，応力が

許容内となるように最適化していった．結果として支持構

造物に発生する応力は，vonMises応力で最大600 MPa，広

域では概ね 400 MPa 以下となり，極低温での構造材料（ス

テンレス鋼（SUS）を想定）の許容レベルとなっている．ま

た，最大応力が発生しているのは開口部のコーナー部分で

あり，形状の最適化を進めることにより，応力や板厚の低

減が可能であると考えられる．変形量は，外側垂直磁場コ

イルとの接続部付近で最大 27 mmと見積もられた．また，

図２のトーラス内側でのラジアルビルド位置におけるヘリ

カルコイルの変位量は，およそ 7 mmプラズマ側に近づく

変形となった．したがって，建設時およびメンテナンス時

のギャップとして30 mmを確保すれば，冷却によるプラズ

マから離れる側への 40 mmの熱変形と電磁力によるプラ

ズマ側への変形 7 mmを差し引いて，通常運電時のギャッ

プが 63 mm確保される．

ここで検討された形状での支持構造物の重量を見積もる

と約２２，０００トンである．ビリアル定理によれば，コイル支

持構造物の重量は全蓄積磁気エネルギーに比例する．実

際，これまで建設されてきたプラズマ実験装置はこの定理

による予測よりもわずかに大きい範囲でほぼ従っている

［６］．FFHR-d1 の全蓄積磁気エネルギー 160 GJに対し，ビ

リアル定理から予想される支持構造物重量は約１０，０００ト

ン，これまでの建設実績からの外挿では約３０，０００トンであ

る．組立性と支持方法を検討する上で，構造物の板厚およ

び重量の低減は今後の重要な課題であり，支持構造物の重

量として２０，０００トン以下に低減することをめざして最適化

を進めている．

LHDでは低温支持脚として，CFRP（Carbon Fiber Rein-

forced Plastic）とSUSを組み合わせた複合折り曲げ構造を

持った支持脚が採用されている［７］．これは板状の SUS部

分が 80 Kに冷却されたサーマルアンカーになり，両端の

SUSブロックを介してCFRP板に接続される構造であ

る．CFRPを低温部とサーマルアンカー間，およびサーマ

ルアンカーと常温部間に用いることで金属のみの支持脚に

比べて低い熱侵入量を達成できる．さらに折り曲げ構造に

より低温構造物の冷却時変形に柔軟に対応する．LHDの低

温構造物重量は８５０トンであるが，同様の支持脚を，重量

１６，０００トンのFFHR2m1へ適用することを検討した結果が

［８］に示されている．FFHR-d1 はさらに重量が増加し，約

２５，０００トンと見込まれているが，同じ設計の支持脚の本数

を増やすことで対応可能である．マグネット支持構造物の

トロイダル角３６°毎に４脚を設置することで，１脚あたり

６２５トンの重量を支え，この場合最も装置中心から遠い支

持脚で67 mmの熱変形を吸収することができ，低温側への

熱侵入も低減することができる．

図４ マグネット支持構造物の基本構造を表す FEMモデル［４］．

図３ 磁力線，ヘリカルコイル，垂直磁場コイル，真空容器，ブラ
ンケットのポロイダル断面．上はトロイダル角�= 0，下は
�=�/20の各断面を示す［５］．
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５．５ ダイバータ
ダイバータに求められる最も重要な役割である粒子排気

について必要な性能を考える．核融合反応で生成される�

粒子の数は，核融合出力 3 GWの FFHR-d1 で は２×

１０２１atoms/s となるので，この数のヘリウム灰を排気する

必要がある．固体ペレット入射で供給される燃料粒子は，

燃焼率が１％程度と予想されている．そのため炉の定常運

転を行うためには，供給と同程度の粒子数である約１×

1023 molecules/s の燃料粒子排気が必要となる［９］．さら

に，ダイバータ熱負荷軽減のために不純物ガスを入射する

場合には，その排気も必要となる．

次に，ダイバータの熱負荷について考察する．3 GW出力

のFFHR-d1 では，アルファ加熱パワーは約 600 MWにな

り，そのうち制動輻射により損失するパワーは約 100 MW

である［２章］．定常運転時にダイバータへ流入する熱は，

アルファ加熱パワーと制動輻射による損失パワーを差し引

いた約500 MWから閉じた磁気面外側における放射損失を

差し引いた値となる．LHDにおけるダイバータへの熱・粒

子束計測と磁力線追跡計算から，ヘリカルダイバータの熱

負荷分布は，ダイバータ磁力線構造と強い相関があり，ト

ロイダル・ポロイダル異方性があることがわかっている

［１０］．ダイバータ板上では，最外殻磁気面近傍を周回した

後ダイバータ板に至る，接続長が長い（LHDでは数百m

から数 km以上）磁力線が接続する位置に大きな熱・粒子

束が流入する．仮に 500 MWが全てダイバータに流入する

として，ダイバータ板の熱流束を評価する．FFHR-d1 につ

いて，LHDと同様の磁力線追跡計算を行った結果から，ダ

イバータトレース幅は 80 mmと磁力線計算から評価され，

平均で 8MW/m２，ピークの位置の熱流束は 10 MW/m２を

はるかに超える値となる．このようなピーク熱負荷を低減

するため，追加ヘリカルコイルによりダイバータレグをス

イングする方法［１１］や，擾乱磁場コイルを用いて周辺磁力

線構造を変化させ，磁力線接続数分布を平坦化する方法

［１２］が提案されている．また，不純物ガスを導入すること

で放射損失を増大し，ダイバータ熱負荷を減少するなど，

ダイバータデタッチメントの手法についても検討されてい

る［１３］．

真空容器内のダイバータ機器配置および真空容器外の排

気系統は，前述の必要排気性能が満たされるように設計さ

れなければならない．ヘリオトロン型磁場配位に自然に備

わるヘリカルダイバータ磁力線構造は３次元構造を有し，

トカマク型装置のポロイダルダイバータ配位に比べてダイ

バータ機器の配置は複雑になる．一方でダイバータ板が主

プラズマから見込めなくなるように，プラズマの形状に沿

わせてブランケットを設置し，その影にダイバータを設置

することにより，14 MeVの高エネルギー中性子がダイ

バータ板に直撃することを減らし，ダイバータ板の寿命を

長くできる可能性がある．ダイバータ板上で中性化した未

反応燃料粒子とヘリウム灰をいかに効率よく排気するかと

ともに，どのようにダイバータ機器をメンテナンスするか

も勘案して機器配置設計を行わなければならない．

図５にFFHR-d1 真空容器の縦長ポロイダル断面におけ

るダイバータ機器配置案の一例を示す．ヘリカルコイル容

器部ブランケットの陰にダイバータ受熱板構造を設置し，

その前面にバッフル構造を設置する案である．ダイバータ

板上で中性化した粒子はバッフル構造内側のダイバータ室

に溜まる．バッフル構造の隙間にはダイバータレグプラズ

マがあり，中性粒子はそこで電離され，ダイバータへ向か

うプラズマ流に押し戻される．FFHR-d1 には，内外側ポー

ト，上側下側ポートがあり，メンテナンス時にはそれぞれ

のポートを利用して機器の搬出入を行うことが想定されて

いる．これらのポートは，運転時にはブランケットで閉塞

するが，その一部に排気用ダクトを設けてダイバータ部の

中性粒子を排気する．図５で排気ダクトはダイバータ室と

ポートを直接繋いでいるが，実際には中性子が抜けないよ

う迷路構造にする必要がある．全トロイダルセクションで

このようにして排気する．必要な排気粒子束は前述のよう

に 1×1023 molecules/s（お よ そ 500 Pa・m3/s）で あ る．

そこで，必要な排気系のコンダクタンスを考える．水平，

垂直ポート部には，どちらも幅 0.5 m，長さ 5 m程度の

排気ダクトを設け，閉塞ブランケットの奥行きを 1 m，

ダイバータ室とポート部の中性粒子圧力をそれぞれ 4 Pa

および3 Paとすると，ダイバータ室とこれらポートとの間

のコンダクタンスは，角型断面導管のコンダクタン

ス����������������������������［１４］を用いて，約

10,000 m3/s となる．ここで，�，�，�はそれぞれ角型断面

導管の縦，横，長さであり，��，��はそれぞれダイバータ

室とポート部の中性粒子圧力である．�は角型断面形状に

よる補正係数で，�������の場合������である．トロイ

ダル１セクションについてこのような排気ダクトが６条と

れるので，トーラス全体でのコンダクタンスは 10,000×6

×10=600,000[m3/s]となり，排気粒子束に対して十分大き

な値となる．排気装置は冗長性を持たせるため複数用意

し，ポートから排気装置までのコンダクタンスも十分大き

くできると考えている．

ダイバータ受熱板構造は，アーマータイルを冷却管に連

続接合することで形成することを考えている．アーマータ

イル，冷却管にどのような材料を選択するかによって構造

や接合方法を設計・調整する必要がある．現在のところ，

高融点でスパッタ率が低い，水素同位体捕捉率が低いなど

の利点から，アーマータイル材料をタングステンとしてい

図５ FFHR-d1縦長ポロイダル断面におけるダイバータ機器配置
概要．但し，ブランケット形状は検討初期段階のものであ
る．
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る．一方，冷却管の材料については，中性子照射と熱伝導

率の観点から現時点では検討段階にある．温度差（��）の

熱負荷依存性と材料内部に生じる熱応力によりF82H等の

低放射化フェライト鋼では現実的に10 MW/m2以上での使

用は難しい．銅合金では室温ないし４００℃の広い範囲で降

伏応力��～400 MPa以上を維持するものが数多く市販され

ており，それらの熱伝導率は純銅（Pure-Cu）とほぼ等し

い．したがって，銅合金を使用することで 20 MW/m2 以上

の熱負荷においてダイバータ設計の幅が大きく拡がること

となる．しかしながら，銅合金の場合，低放射化フェライ

ト鋼と比較して中性子照射に対する耐性が劣るため，中性

子照射量の多い場所で使用することはできない．これまで

に開発され，いくつかの評価が行われている銅合金には，

酸化物分散強化型（ODS-Cu）と析出強化型（PH-Cu）の２

つのタイプが存在する［１５‐１９］．ODS-Cu の代表的なもの

は，酸化アルミニウム粒子（Al2O3）を分散させたものであ

る．本材料は，非照射時に融点近傍の1,000℃まで300 MPa

以上の降伏強度を確保するだけでなく，５００℃まで照射誘

起軟化とボイドスウェリングに耐性を有する．しかしなが

ら，製造方法が粉末冶金法となるため，製造に手間と費用

を要する．一方，PH-Cuの代表的なものはCuCrZrである．

こちらは照射誘起軟化とボイドスウェリングの耐性が

３００℃以下となり，ODS-Cu ほど高温では使用できない．更

に，非照射でも４００℃以上では降伏強度が 100－200 MPa

程度まで極端に低下するという欠点もある．利点として

は，鋳造で製造可能なことが挙げられる．

中性子照射環境下において，銅合金の使用限界を線引き

することは極めて難しい．なぜならば，機械的特性に影響

する外的パラメータは，中性子スペクトル，中性子照射量，

照射温度であるが，これらがもたらす物理特性変化が複雑

なためである．ここでの物理的特性とは，「①照射誘起硬

化／軟化」，「②核変換生成物（Ni，Znなど）による熱伝

導率の低下」，「③核変換Heによる脆化」を指し，直接機

械的特性に影響を与えるものである．材料が健全性を保つ

ためには，靱性の確保が最も重要である．①の照射誘起硬

化／軟化は，靱性の低下を招く主要因である．銅合金の場

合，析出強化あるいは分散強化している粒子が平均的に材

料中の転位の動きの抵抗体となる必要があるが，照射誘起

硬化は，材料中に飽和状態まで形成された転位ループや積

層欠陥四面体（SFT: Stacking Fault Tetrahedra）などの点

欠陥集合体が加工転位の動きを不均一に阻害するために均

一伸び能力が失われることで発生する．逆に照射誘起軟化

は，分散強化粒子が中性子照射によって解離を受け，転位

の抵抗体としての能力が失われることに起因する．照射誘

起硬化／軟化は温度に敏感であるため，境界温度が銅合金

によって異なり，PH-Cu で３００℃，ODS-Cu で５００℃となる．

これらの温度以下では照射誘起軟化，以上では硬化が発生

する．核変換生成物による熱伝導率の低下，核変換He に

よる脆化の問題もあり，これらはすべてボイドスウェリン

グの発生に関係する．①～③の物理特性変化において，材

料の使用に問題とならない程度の変化内で共有できるウィ

ンドウを探し出す必要がある．照射欠陥（転位ループ，

SFT）の飽和は，全ての銅合金において 0.4－1 dpa で発生

する［１９］．He脆化については，ODS-Cuで約3 dpaまで均

一伸びが確保できる［２０］．核変換による熱伝導率低下は

10 dpa で約２０％であり，この値は各種銅合金で同じと考え

てよい［２１］．結果として照射誘起硬化／軟化がボトルネッ

クとなり，照射限界は大きく見積もっても 1 dpa 以下とな

る．照射誘起硬化／軟化の境界温度付近での使用であれば

限界照射量は増加する可能性があるが，使用開始から終了

まで常に一定の温度が保たれているとは考え難いため，設

計に冗長性をもたせるためにも 1 dpa 以下での使用を考え

ておくべきであろう．ヘリカル炉のダイバータ領域の中性

子照射量が 1 dpa に達するかどうかについては詳細な計算

が必要である．

タングステンをアーマータイル材料に使用する場合，ヘ

リウム（He）による照射損傷は避けられない．Heは重水素

に比べて，同じエネルギー領域において，約２桁低い照射

量から欠陥形成が確認される．Heが他のイオン照射と比

較にならないほど激しい照射効果を示す理由は，以下のよ

うにまとめられる［２２，２３］．

①Heは原子サイズが小さく，200 K以上の温度であればほ

とんどすべての金属において格子間を容易に移動するこ

とができる．

②Heは原子空孔やバブルとの結合力がきわめて強く

（���4 eV），材料の融点に近い高温まで解離しない．

Heによる金属材料への照射効果を確認する目的で，各

種タングステン材料の照射研究が LHDを用いて実施され

ている［２４］．Heプラズマ放電やHeグロー放電洗浄時に表

面に注入されたHeによって，タングステン被覆炭素材の

表面には高密度Heバブルが形成され，大きなものでは直

径20 nm以上まで成長しており，材料表面は1,000℃をはる

かに超える温度まで上昇した履歴が伺える．これらの損傷

組織は水素照射ではみられないHe照射に特有の現象であ

り，このような高密度なバブル層の形成は，材料密度の減

少による表面熱伝導率の低下，表面積の増加による不純物

元素の付着のみならず，バブルやその周辺の欠陥層が新た

な捕捉サイトとなり，水素同位体捕捉量の増大をもたらす

などの弊害が懸念され，ダイバータ受熱板設計の重要な課

題である．

５．６ 壁コンディショニング
現在稼働中の磁場閉じ込めプラズマ実験装置では，壁に

吸着している軽不純物の除去や壁に吸蔵された燃料粒子の

除去のために壁コンディショニングが行われている．

LHDでは，軽不純物除去を目的として，大気開放保守期間

終了後に低温ベーキング（＜95℃），グロー放電洗浄，ボロ

ニゼーションを実施して実験に臨んでいる．実験期間中は

必要に応じてグロー放電洗浄やチタン蒸着を実施している

［２５，２６］．これらは主として燃料粒子である水素のリサイ

クリング制御を目的としている．核融合炉においても，保

守点検後スムーズにプラズマを立ち上げるためには，特に

軽不純物除去を目的とした壁コンディショニングが必要に

なると考えられる．本節では LHDの例を基に，FFHR-d1
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での壁コンディショニングについて考える．

FFHR-d1 の真空容器は LHDの４倍の大きさなので，内

壁の表面積はその２乗である１６倍とすると，約 10,000 m2

程度である．LHDにおけるグロー放電洗浄は，トーラスの

２ヶ所に設置した陽極と陰極である真空容器壁の間でグ

ロー放電を発生し，真空容器壁上の不純物を物理スパッタ

あるいは化学スパッタにより水や一酸化炭素，二酸化炭

素，炭化水素のような揮発性化合物の形にして除去排気し

ている．グロー放電電流は20－30 Aである．LHDの真空容

器内側表面積はポートまで含めて約 800 m２なので，真空容

器壁に衝突する平均的な粒子束は 1.6－3.2×1017 ions/m2/s

となる．これらをFFHR-d1 に外挿すると，約 200－400 A

のグロー放電電流が必要となる．放電電圧はガス種や電極

配置などによって変わると考えられるが，LHDと同様に

200-300 V程度と仮定すると，必要な放電電力は40-120 kW

程度となる．電極形状や配置をどのようにするかは今後の

検討課題である．

核融合炉でボロニゼーションなど表面被覆による壁コン

ディショニングが必要なのかは議論のあるところだが，少

なくとも長期大気開放後の放電立ち上げ時には，酸素不純

物を抑制するために役に立つと考えている．

LHDと FFHR-d1 では，装置の大きさも異なるが，特に

運転時のプラズマ対向壁温度が大きく異なる．超伝導コイ

ルへの熱侵入を抑制するため，LHDの壁温度は９５℃で制限

されている．一方FFHR-d1 では，壁温度が５００℃を超える

高温になる．保守期間終了後に壁の温度をどのタイミング

で上げていくのかは壁コンディショニング上も重要であ

り，今後検討を進める．

５．７ 遠隔保守
核融合炉では，中性子による放射化により炉内が高いレ

ベルの放射線環境となるため，炉内機器の健全性を保つた

めに遠隔装置による定期的な保守作業が必須である．

ITERの炉内機器保守では，頻度と必要性の観点から３つ

のクラスに分類されている［２７］．このうちクラス１は定期

交換が必要な機器で，ブランケットおよびダイバータシス

テムがここに含まれている．ヘリカル炉では現在，主にこ

のクラスに相当する機器の基本的な保守手法の検討を進め

ている．

これまでの磁場閉じ込めプラズマ実験装置における遠隔

保守の運用・開発の例として，JETにおける多関節ブーム

式ロボットの運用［２８］，Tore Supra における真空中での

駆動実験［２９］，および ITERに向けた炉内保守装置（ビー

クル型）開発［２７］が挙げられる．これらはメンテナンス期

間中に外部から専用の遠隔保守装置を導入し，炉内パーツ

を交換するという方法である．一方，トカマク型原型炉設

計では，施設利用率を高めるためにダイバータ，ブラン

ケットおよび真空容器をカセットにまとめ，トロイダル方

向に分割し一括で引き抜く方法も検討されている［３０，３１］．

ヘリカル型のFFHR-d1 では，このような一括方式は採用

できないため，重量物の移送が可能な大型ロボット（ITER

におけるビークル型タイプ）と，特定の範囲を自由に移動

可能な小型の移動ロボットの２種類の併用を検討してい

る．小型ロボットが核融合分野で用いられた例はないが，

ヘリカル炉では炉内の３次元構造のため，ポート部に設置

された観測窓からでは炉内に視野が確保できない場合があ

り，そのような場所では小型ロボットによる点検や作業を

行うことを検討している．

５．８ まとめ
ヘリカル炉の構造とダイバータ設計として，原型炉に向

けたヘリカル炉FFHR-d1 を対象に，検討状況を紹介した．

主要な機器の構造やシステム概要が決まり，今後は大型で

連続した構造物の組立方法，材料選定，ダイバータシステ

ムの詳細，そして具体的な保守方法の検討を早急に進め，

ヘリカル炉の有効性・実現性を示す計画である．
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